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日

号
外

ペ
ー
ジ

一
二
六

金
融
機
関
等
の
組
織
再
編
成

の
促
進
に
関
す
る
特
別
措
置

法
施
行
令
第
五
条
の
規
定
に

基
づ
き
金
融
庁
長
官
が
指
定

す
る
金
融
機
関
等
を
定
め
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
六

三

一
二
七

金
融
機
能
の
強
化
の
た
め
の

特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
施

行
令
第
三
十
九
条
の
規
定
に

基
づ
き
金
融
庁
長
官
が
指
定

す
る
金
融
機
関
等
を
定
め
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
六

三

一
二
八

預
金
保
険
法
施
行
規
則
第
三

十
六
条
第
四
項
の
規
定
に
基

づ
き
金
融
庁
長
官
が
別
に
指

定
す
る
も
の
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
六

三

一
二
九

銀
行
法
施
行
令
第
十
七
条
の

二
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で

の
規
定
を
適
用
し
な
い
金
融

庁
長
官
の
権
限
等
を
定
め
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

二
六

三

〇
金
融
庁
、
法
務
省

三

社
債
等
登
録
法
施
行
令
第
一

条
第
一
項
の
会
社
並
び
に
社

債
等
登
録
法
施
行
規
則
第
十

二
条
第
一
項
の
登
録
機
関
及

び
そ
の
支
店
の
指
定
に
関
す

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

八
264

一

〇
金

融

庁
、
財
務
省
、

経
済
産
業
省

二

経
済
産
業
省
・
財
務
省
・
内

閣
府
関
係
株
式
会
社
商
工
組

合
中
央
金
庫
法
施
行
規
則
第

八
十
三
条
第
一
項
第
五
号

ニ
、
第
八
十
四
条
第
三
号
ハ

及
び
第
八
十
六
条
の
規
定
に

基
づ
き
、
自
己
資
本
の
充
実

の
状
況
等
に
つ
い
て
経
済
産

業
大
臣
、
財
務
大
臣
及
び
金

融
庁
長
官
が
別
に
定
め
る
事

項
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
三
268

一
四

三

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金

庫
法
第
二
十
三
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
株
式
会
社

商
工
組
合
中
央
金
庫
が
そ
の

経
営
の
健
全
性
を
判
断
す
る

た
め
の
基
準
の
一
部
を
改
正

す
る
件

一
三
268

一
六

〇
総

務

省

四
九
七

予
算
科
目
に
係
る
補
助
金
の

う
ち
補
助
事
業
者
が
市
町
村

で
あ
る
も
の
の
交
付
に
関
す

る
事
務
を
都
道
府
県
の
知
事

が
行
う
こ
と
と
し
た
件

二

二

四
九
八

補
助
金
等
に
係
る
予
算
の
執

行
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律

等
の
規
定
に
基
づ
き
、
補
助

金
等
の
交
付
に
関
す
る
事
務

を
消
防
庁
長
官
に
委
任
し
た

件

二

二

四
九
九

市
町
の
境
界
変
更
の
件

二

三

五
〇
〇

平
成
二
十
三
年
度
地
方
債
同

意
等
基
準
を
公
表
す
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

二
特52

J
M
K

五
〇
一

平
成
二
十
三
年
度
地
方
債
計

画
を
公
表
す
る
件
の
全
部
を

改
正
す
る
件

二
特52

J
M
K

五
〇
二

平
成
二
十
三
年
度
地
方
債
充

当
率
を
公
表
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件

二
特52

J
M
L

五
〇
三

消
防
用
機
械
器
具
等
の
型
式

承
認
の
失
効
に
関
す
る
件

七

二

五
〇
四

公
害
の
防
止
に
関
す
る
事
業

に
係
る
国
の
財
政
上
の
特
別

措
置
に
関
す
る
法
律
第
三
条

第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
公

害
防
止
対
策
事
業
を
指
定
す

る
件

九

二

五
〇
五

特
性
試
験
の
試
験
方
法
を
定

め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件

九
265

一
二

五
〇
六

個
人
企
業
経
済
調
査
の
平
成

二
十
四
年
度
調
査
地
域
を
定

め
る
件

一
二

一

五
〇
七

構
内
無
線
局
等
の
無
線
設
備

に
指
定
す
る
周
波
数
の
指
定

周
波
数
帯
を
定
め
る
件

一
三

三

五
〇
八

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

第
百
十
三
条
第
三
項
等
の
規

定
に
よ
り
地
方
公
共
団
体
が

負
担
す
る
費
用
に
関
す
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
四
269

J
N
P

五
〇
九

地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法

第
百
十
三
条
第
三
項
等
の
規

定
に
よ
り
地
方
公
共
団
体
が

負
担
す
る
地
方
団
体
関
係
団

体
の
職
員
に
係
る
費
用
に
関

す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件

一
四
269

J
N
P

五
一
〇

電
波
法
第
六
条
第
七
項
の
規

定
に
基
づ
き
、
同
項
各
号
の

無
線
局
が
使
用
す
る
周
波
数

を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件

一
四
270

一
五

五
一
一

陸
上
移
動
業
務
の
無
線
局
、

携
帯
移
動
業
務
の
無
線
局
、

簡
易
無
線
局
及
び
構
内
無
線

局
の
申
請
の
審
査
に
適
用
す

る
受
信
設
備
の
特
性
を
定
め

る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
四
270

一
六

五
一
二

周
波
数
割
当
計
画
の
一
部
を

変
更
す
る
件

一
四
270

二
〇

五
一
三

三
・
九
世
代
移
動
通
信
シ
ス

テ
ム
の
普
及
の
た
め
の
特
定

基
地
局
の
開
設
に
関
す
る
指

針
を
定
め
る
件

一
四
270

二
六

五
一
四

平
成
二
十
三
年
総
務
省
告
示

第
五
百
十
三
号
に
基
づ
く
特

定
基
地
局
の
開
設
計
画
の
認

定
の
申
請
期
間
等
を
定
め
る

件

一
四
270

三
〇

五
一
五

特
定
公
示
局
を
定
め
る
件

一
四
270

三
〇

五
一
六

特
定
小
電
力
無
線
局
の
用

途
、
電
波
の
型
式
及
び
周
波

数
並
び
に
空
中
線
電
力
を
定

め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件

一
四
270

三
〇

五
一
七

簡
易
無
線
局
の
周
波
数
及
び

空
中
線
電
力
を
定
め
る
等
の

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

一
四
270

三
二

五
一
八

構
内
無
線
局
の
用
途
、
電
波

の
型
式
及
び
周
波
数
並
び
に

空
中
線
電
力
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件

一
四
270

三
三

Ÿ
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